




























































37 4.2 9.7 7.1 16.9
40.8 9.7 7.1 15.62.2























大学20校（女子大 8 、共学大12）6）に在籍する 2 ～ 4 年生1446人を対象に、自記式によるアン























「 2．子どもが生まれるまで働く」が 3人、「 3．結婚・出産を機に退職し、後にパートで働く」

































に再就職を考えている女子学生は14. 2％（選択肢 4）、パートタイム再就職型は23. 0％（選択


































































































































































































































































































































































































































































































































1982 . 1年、父親が団塊の世代（1947～49年生）を含む1950 . 52年、母親はその 3 ～ 4 歳年下で
あることが多く1953.92年、ここでは父方祖母の平均出生年をみると1923 . 52年であった。きょ
うだい数の平均をみると、祖父母のきょうだい数は4. 74人と最も多く、団塊の世代を含む父親

























進学率は、82. 7％、短大進学率は11. 2％、大学進学率は4. 6％である。2002年では女子の大学
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12）前掲書、245頁。同書244頁、「図 3 末子 6歳未満の場合の親との同居率と妻＜30歳～40歳）有業率との
散布図1997年」参照。
女子学生のライフコース設定と就労意識78















































































ーでもないNEET（Not in Education, Employment or Training）も増加している。つまり、
国民皆婚時代から、日本国民総結婚難の時代へ突入しつつあるといっていいだろう。
女子大学が、現代社会の荒波の中で生き残っていくためは、女子学生が専業主婦化するにし
ろ、キャリアを継続するにしろ、少人数制を生かしていかに現代社会がかかえる問題点を、さ
まざまなアプローチから自分のこととして咀嚼できるプログラムを提供できるかにかかってい
ると思われる。そして、その結果は、どこに就職したかではなく、どれだけキャリアを継続で
きているかが良い大学の指標になるのではないだろうか。
最後に、「将来の日本を担うのは、これから社会に出ていく世代である。この、最も可能性
のある世代に、女性のライフコースの現状と将来について―それがいかに女性に不利で、意欲
を喪失させるものであっても―具体的に伝えるのは、大人世代とりわけ教育関係者の責任であ
るといえる」16）という本学部社会調査担当の専任教員筒井美紀の意見に賛同する。
現代社会学部として、たんなる就職活動のための支援ではなく、具体的なデータを、自らの
ライフコース設定にあわせて収集し、現代社会を認識させるプログラムを、学部全体として考
えてもいいのではないだろうか。そのためには、卒業生が在校生に自らの「経験」をフィー
ド・バックできるようなシステム作りが必要だと思われる。なぜなら、学生と働く女性という
被調査者との接点があまりにも希薄であることを痛感させられたからだ。2004年度は幸いにも、
本学部槇村久子教授が顧問をしておられるフェミニーナクラブ生活意識研究会のご協力を得る
ことができた。
14）朝日新聞』2003年12月19日
15）詳しくは、山田昌弘の一連の著作参照。
16）筒井美紀「専業主婦はどうなっていくか」、広田照幸編（2002）『〈理想の家族〉はどこにあるのか？』教
育開発研究所、2002、197頁。筒井によると、夫の収入があるから働かなくてもよい専業主婦層である
「夫の年収が1000万円以上あって妻が専業主婦の世帯」は全夫婦世帯の 5％にすぎない。女性（妻）の正
規職業継続の有無は、世帯年収格差拡大の傾向にあることを指摘している。
京都女子大学現代社会研究 81
大学のあり方が問われるなかで、女子大の存続のためには、女性のみを対象にするがゆえに
「効果的」な教育プログラムをいかに現代社会の変化に合わせて再構築できるかにかかっている。
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